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平素より『⽶ドル⾼利回り社債ファンド2017-03（為替ヘッジあり／為替ヘッジなし）愛称︓USAギフト（為替ヘッジあり
／為替ヘッジなし）』（以下、当ファンド）をご愛顧賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当ファンドは2021年6⽉25⽇に第9期決算を迎え、分配を⾏いましたので、市場動向や今後の運⽤⽅針とあわせて
ご報告いたします。

2021年6⽉25⽇

⽶ドル⾼利回り社債ファンド2017-03（為替ヘッジあり／為替ヘッジなし）
愛称︓USAギフト（為替ヘッジあり／為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券 ※課税上は株式投資信託として取り扱われます。

第9期決算および分配⾦のお⽀払いについて
※購⼊の申込期間は終了しています。

（注1）「対前期末基準価額⽐率」は、各期の分配⾦（税引前）の前期末基準価額（分配⾦お⽀払い後）に対する⽐率で、当ファンドの収益率とは異な
ります。第1〜6期と設定来累計の欄は、それぞれの分配⾦累計（税引前）の設定時10,000円に対する⽐率です。

（注2）「騰落率」は税引前分配⾦再投資基準価額を基に算出したものであり、実際の投資家利回りとは異なります。第1〜6期の欄は、設定⽇から第6期末
までの騰落率です。

（為替ヘッジあり）

（為替ヘッジなし）

第9期決算（2021年6⽉25⽇）の分配⾦額は基準価額⽔準等を勘案した結果、（為替ヘッジあり）、（為替ヘッジ
なし）ともに40円としました。なお、分配⾦お⽀払い後の基準価額は（為替ヘッジあり）10,153円、（為替ヘッジなし）
10,775円となりました。

分配実績（1万⼝当たり、税引前）

 分配対象額の範囲は、経費控除後の利⼦・配当収益および売買益（評価損益を含みます。）等の範囲内とします。
 分配⾦は、基準価額⽔準、市況動向等を勘案して、委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額な場合等に
は分配を⾏わないことがあります。

※上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果および分配を保証するものではありません。分配⾦額は委託会社が分配⽅針に基づき基準価額⽔準や市
況動向等を勘案して決定します。ただし、委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあります。

※ファンド換⾦時には費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは5ページをご覧ください。

累計 2020/6/25 2020/12/25 2021/6/25 設定来累計
第1〜6期 第7期 第8期 第9期 2021/6/25まで

160円 10円 40円 40円 250円
(1.6%) (0.1%) (0.4%) (0.4%) (2.5%)

騰落率
（税引前分配⾦再投資ベース）

3.3% -1.5% 1.7% 0.6% 4.1%

決算期

分配⾦
（対前期末基準価額⽐率）

累計 2020/6/25 2020/12/25 2021/6/25 設定来累計
第1〜6期 第7期 第8期 第9期 2021/6/25まで

210円 40円 10円 40円 300円
(2.1%) (0.4%) (0.1%) (0.4%) (3.0%)

騰落率
（税引前分配⾦再投資ベース）

7.2% -3.0% -1.4% 8.1% 10.9%

決算期

分配⾦
（対前期末基準価額⽐率）
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＜2017年＞
 ⽶国ハイイールド債券市場は⽶国国債利回りの低下やスプレッド（⽶国国債利回りとの差）の縮⼩により、堅調なパ
フォーマンスではじまりました。6⽉中旬以降、原油需給の先⾏き懸念により原油価格が急落したことなどからスプレッドが
急拡⼤し、軟調な展開となる局⾯もありましたが、その後は良好な⽶国経済指標や市場予想を上回る企業決算を背
景に概ね堅調に推移しました。

＜2018年＞
 ⽶国の税制改⾰法成⽴などを背景に⽶国ハイイールド債券市場は上昇しましたが、1⽉下旬から2⽉上旬にかけては、
⽶国の⻑期⾦利の急上昇や株式市場の急落を受けた市場⼼理の悪化によりスプレッドが急拡⼤し、⼤幅下落する
展開となりました。その後、好調な⽶国経済の状況などを背景に⽶国ハイイールド債券市場は上昇に転じたものの、10
⽉以降、世界経済の減速懸念などを背景に市場のリスク回避姿勢が⾼まり、リスク資産が調整するなか再び下落
しました。

＜2019年＞
 ⽶国ハイイールド債券市場は、4⽉にかけてFRB（⽶連邦準備制度理事会）のハト派的スタンスへの転換や⽶中貿
易協議の進展期待などを背景に上昇しました。5⽉にはトランプ⽶⼤統領（当時）の対中関税引上げ表明により貿
易摩擦への警戒感が⾼まり、リスク回避的な展開となりましたが、6⽉に⼊り⽶国の利下げ期待が⾼まると、リスク資産は
持ち直しました。8⽉には⽶中貿易摩擦激化への警戒感や英国の合意なきEU（欧州連合）離脱への懸念などを背
景に不安定な展開となったものの、9⽉以降は⽶中貿易摩擦への楽観論の広がりや好調な⽶国企業業績などを受け
て⽶国ハイイールド債券市場は上昇しました。

＜2020年＞
 ⽶国ハイイールド債券市場は引き続き堅調に推移しましたが、2⽉下旬以降は新型コロナウイルス感染拡⼤により経
済活動や企業業績への懸念が⾼まったこと、産油国の減産交渉決裂により原油価格が下落したことなどを受けて、
スプレッドが拡⼤し、⼤きく下落しました。3⽉下旬以降は、トランプ⽶⼤統領が経済活動再開の⽅針を表明したこと
や⾦融緩和策・景気刺激策などを背景に投資家⼼理が改善し、⽶国ハイイールド債券市場は上昇に転じました。

＜2021年＞
 ⽶国ハイイールド債券市場は上昇しました。感染⼒が⾼い変異株の拡⼤に対する警戒感が強まったことや、バイデン⽶
⼤統領が掲げる⼤規模追加経済対策の協議難航観測を背景にスプレッドが⼩幅に拡⼤する場⾯はあったものの、追
加経済対策による景気回復への期待感や、ワクチン普及をめぐる楽観論などを背景に⽶国ハイイールド債券市場は
堅調に推移しました。

当ファンドの運⽤および⽶国ハイイールド債券市場の振り返り（設定来）

 当ファンドは2021年12⽉27⽇に信託期間の満了により償還（満期償還）を迎えます。
 スプレッドは2021年の年初来⼤きく縮⼩していることから、今後の縮⼩余地は限定的とみています。⼀⽅で、好調な企
業業績は株式をはじめとするリスク資産への追い⾵となり、世界的な低⾦利環境下、⾼いインカム収⼊が下⽀えとなり
ハイイールド社債は債券市場の中でアウトパフォームすると想定しています。発⾏体のファンダメンタルズ（基礎的条
件）の改善を背景に、デフォルト率もさらに低下すると⾒込んでいます。

 今後は新型コロナウイルス感染拡⼤の影響を受けたセクターの銘柄に選別的に投資機会があるとみています。今後の⾦
利上昇に備えてデュレーションが短めでファンダメンタルズが安定的な債券を選好しながら、バイ・アンド・ホールド（買持
ち）戦略を基本として、信託期間終了まで⾼⽔準の利回りと安定的な収益の確保を⽬指した運⽤を⾏う⽅針です。

今後の運⽤⽅針

※上記は過去の実績、当資料作成時点の⾒通しおよび運⽤⽅針であり、将来の運⽤成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するもので
はありません。⾒通し及び運⽤⽅針は、予告なく変更する場合があります。

当ファンドは、世界の企業が発⾏する⽶ドル建てハイイールド社債を投資対象として、⾼⽔準のインカム収⼊と信託
財産の成⻑を⽬指して運⽤を⾏ってまいりました。設定来（2017年3⽉31⽇〜2021年6⽉25⽇）の騰落率＊は、
（為替ヘッジあり）4.1%、（為替ヘッジなし）10.9％となりました。＊税引前分配⾦再投資ベース
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（注1）基準価額、税引前分配⾦再投資基準価額は、1万⼝当たり、信託報酬控除後です。
（注2）税引前分配⾦再投資基準価額は、分配⾦（税引前）を分配時に再投資したものと仮定して計算しており、実際の基準価額とは異なります。

基準価額と純資産総額の推移（2017年3⽉31⽇（設定⽇）〜2021年6⽉25⽇）

※上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※ファンド換⾦時には費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは5ページをご覧ください。

【為替ヘッジあり】

【為替ヘッジなし】

税引前分配⾦
再投資基準価額（左軸）

10,407円

基準価額（左軸）
10,153円

純資産総額（右軸）
約3億円

（年/⽉）

（年/⽉）

税引前分配⾦
再投資基準価額（左軸）

11,093円

基準価額（左軸）
10,775円

純資産総額（右軸）
約3億円
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ファンドの特⾊

1．主に世界の企業が発⾏する⽶ドル建ての⾼利回り社債に実質的に投資することにより、⾼⽔準の利息収益の確保と
信託財産の成⻑を⽬指します。
●世界の企業が発⾏する⽶ドル建ての⾼利回り社債を投資対象とします。
●当ファンドは、「⽶ドル⾼利回り社債マザーファンド2021-12」を主要投資対象とするファミリーファンド⽅式で運⽤を⾏
います。

●マザーファンドにおける運⽤指図にかかる権限を、プリンシパル・グローバル・インベスターズ・エルエルシーへ委託します。

２．当ファンドは信託期間が約4年9ヵ⽉（2017年3⽉31⽇から2021年12⽉27⽇）の投資信託です。
●⾼利回り社債への投資にあたっては、流動性、発⾏状況、発⾏体の信⽤⼒やバリュエーション等を勘案しつつ、主とし
て信託期間内に償還⽇が到来する銘柄に投資します。
・主に信託期間内に償還⽇が到来する社債等を中⼼に投資し、原則として満期まで保有します。
・残存信託期間等によっては、⽶国国債等に投資する場合があります。

３．『為替ヘッジあり』と『為替ヘッジなし』の２つのファンドからお選びいただけます。
●為替ヘッジあり…原則として対円で為替ヘッジを⾏い、為替変動リスクの低減を⽬指します。
●為替ヘッジなし…原則として対円で為替ヘッジを⾏わないため、為替変動による影響を受けます。
●各ファンド間でスイッチングはできません。

４．毎年6⽉、12⽉の25⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）に決算を⾏い、原則として収益の分配を⽬指します。
●分配対象額の範囲は、経費控除後の利⼦・配当収益および売買益（評価損益を含みます。）等の範囲内とします。
●分配⾦は、基準価額⽔準、市況動向等を勘案して、委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額な場合等
には分配を⾏わないことがあります。

●将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

※資⾦動向、市況動向、残存信託期間、残存元本等によっては、あるいはやむを得ない事情が発⽣した場合等には、
上記のような運⽤ができない場合があります。

当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主に⽶ドル建ての⾼利回り社債に投資することにより、⾼⽔準の利息収益
の確保と信託財産の成⻑を図ることを⽬的として運⽤を⾏います。

投資リスク
○当ファンドは、マザーファンドを通じて、実質的に債券など値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動し
ます。また、外貨建資産は、為替の変動による影響も受けます。したがって、投資家の皆様の投資元本は保証されている
ものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

○信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
○投資信託は預貯⾦と異なります。
○基準価額を変動させる要因として主に、■⾦利変動に伴うリスク ■信⽤リスク ■為替リスク ■流動性リスク
■カントリーリスク があります。
ただし、上記はすべてのリスクを表したものではありません。

※詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

ファンドの⽬的
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分配⾦に関する留意事項
○分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、投資信託の純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、基準価
額は下がります。

○分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて⽀払われる場合があり
ます。その場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇の基準価額と⽐べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずし
も計算期間におけるファンドの収益率を⽰すものではありません。

○受益者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合があります。ファ
ンド購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様です。

ファンドの費⽤
投資者が直接的に負担する費⽤
※購⼊の申込期間は終了しております。
● 信託財産留保額 ありません。
投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤
● 運⽤管理費⽤
（信託報酬）

＜運⽤管理費⽤（信託報酬）の配分（税抜き）＞

※上記の配分には別途消費税等相当額がかかります。
※委託会社の報酬には、⽶ドル⾼利回り社債マザーファンド2021-12の運⽤指図に関する権限の委
託先への報酬（当該マザーファンドの組み⼊れ評価額に対して年0.37％）が含まれます。

● その他の費⽤・ 以下のその他の費⽤・⼿数料について信託財産からご負担いただきます。
⼿数料 ●監査法⼈等に⽀払われるファンドの監査費⽤

●有価証券の売買時に発⽣する売買委託⼿数料
●資産を外国で保管する場合の費⽤ 等。
※上記の費⽤等については、運⽤状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を⽰すことができ
ません。

※上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することができません。
※詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

ファンドの純資産総額に年率1.32％（税抜1.20％）を乗じた額とします。
運⽤管理費⽤（信託報酬）は⽇々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、
毎計算期末または信託終了のときに、信託財産から⽀払われます。

税⾦
• 税⾦は表に記載の時期に適⽤されます。
• 以下の表は、個⼈投資者の源泉徴収時の税率であり、課税⽅法等により異なる場合があります。

• 少額投資⾮課税制度「愛称︓NISA（ニーサ）」をご利⽤の場合、毎年、年間120万円の範囲で新たに購⼊した公募株式投資
信託などから⽣じる配当所得及び譲渡所得が5年間⾮課税となります。ご利⽤になれるのは、満20歳以上の⽅※で、販売会社で⾮
課税⼝座を開設するなど、⼀定の条件に該当する⽅が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※20歳未満の⽅を対象とした「ジュニアNISA」もあります。

• 税法が改正された場合等には、内容が変更される場合があります。
• 法⼈の場合は上記とは異なります。
• 税⾦の取扱いの詳細については、税務専⾨家等にご確認されることをお勧めします。

受益者向け資料

ファンドの運用およびそれに伴う調査、受託会社への指

図、基準価額の算出、法定書面等の作成等の対価

交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンド

の管理、購入後の情報提供等の対価

ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの指図

の実行等の対価

支払先 料率 役務の内容

委託会社 年0.77％

販売会社 年0.40％

受託会社 年0.03％



情報提供資料受益者様⽤資料

※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。
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投資信託に関する留意点
○投資信託は、元本保証、利回り保証のいずれもありません。
○投資した資産の価値が投資元本を割り込むリスクは、投資信託をご購⼊のお客さまが負うことになります。
○投資信託は預⾦、保険契約ではありません。また、預⾦保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
○銀⾏など登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の対象ではありません。

【重要な注意事項】
 当資料は、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものです。受益者の⽅に情報をお伝えする受益者様⽤資料です。⾦融商品取引法に基づく開⽰
書類ではありません。

 当資料に基づいて取られた投資⾏動の結果については、当社は責任を負いません。
 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市場環境等により
変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。

 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機関でご購⼊の場
合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。

 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
 投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭⽇の取扱い等により、換⾦等ができないことがありますのでご注意ください。
 当資料は当社が信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
 当資料に市場環境にかかるデータ・分析、運⽤・分配⾦実績、運⽤⽅針等が⽰される場合、それらは当資料作成時点のものであり、将来の市場環境・運
⽤成果等を保証するものではありません。分配⾦は⾦額が変わる、または分配⾦が⽀払われない場合もあり、将来に関し述べられた運⽤⽅針も変更される
ことがあります。

作成基準⽇︓2021年6⽉25⽇

【委託会社】 三井住友DSアセットマネジメント株式会社（ファンドの運⽤の指図等を⾏います。）
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第399号
加⼊協会︓⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、

⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会
【受託会社】 三井住友信託銀⾏株式会社（ファンドの財産の保管および管理等を⾏います。）
【投資顧問会社】 プリンシパル・グローバル・インベスターズ・エルエルシー（マザーファンドの運⽤指図に関する権限の⼀部委託

を受け、信託財産の運⽤を⾏います。）
【販売会社】（ファンドの募集・販売の取扱い等を⾏います。）

委託会社、その他の関係法⼈

※購⼊の申込期間は終了しております。
●信託期間 2017年3⽉31⽇〜2021年12⽉27⽇（約4年9ヵ⽉）
●換⾦単位 販売会社がそれぞれ定めた単位とします。 ※お申込みの販売会社までお問い合わせください。
●換⾦価額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
●換⾦代⾦ 換⾦申込受付⽇から起算して、原則として6営業⽇⽬からお⽀払いします。
●換⾦申込受付不可⽇ ニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀⾏の休業⽇と同⽇の場合はお申込みできません。
●決算⽇ 毎年6⽉、12⽉の25⽇（該当⽇が休業⽇の場合は翌営業⽇）
●収益分配 年2回の決算時に分配を⾏います。
※詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

お申込みメモ

受益者向け資料


